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第39回法務研修セミナー
「スポーツ選手のパブリシティ権について」
 中京大学法科大学院 教授　石堂　典秀氏
 弁護士法人グラス・オランジュ法律事務所 弁護士　金刺　廣長氏
　 6月21日（土）午後 3時より、中京大学アネックス 2階（エグゼクティブ会議室）において、標
記テーマにてお二人の講師による共同報告が行われた。講師のお二人は、ともに野球チームである
中日ドラゴンズOB会の方々と親交を持つかたわら、弁護士らをメンバーとする「名古屋セカンド
キャリア研究会」という団体にて、スポーツ選手をめぐる様々な法的問題を研究しておられる。
　セミナー当日は、まず金刺弁護士より、「パブリシティ権」とは何か、という観点から様々な我が
国の判例を引用しつつその概念説明が行われた。次いで、後半は石堂教授より、パワーポイントを
使ったアメリカ判例における「スポーツ選手のパブリシティ権」についての説明が行われた。
　「パブリシティ権」は近時、単なる「肖像権」あるいは「プライバシー権」の概念を超えた、当該
権利主体の持つ「顧客吸引力を排他的に利用する権利」として捉えられており（最判平24.2.2）、自
己の情報を対外的に表明・活用することによって得られる経済的利益（価値）としての側面を有す
る。
　このような新たな権利概念は、今後、様々な面で主張され、それに対する侵害、あるいはその侵
害に対する法的救済措置等について、ますます議論が高まるところと思われる。研究会チームの更
なる研究成果と、その報告を期待したいところである。
 （法務研究科教授・弁護士　福本博之）
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解　説
スポーツ選手のパブリシティ権について
1 　はじめに
　昨年度、愛知県弁護士会業務改革委員会第 3部会の有志を中心に「名古屋セカンドキャリア研究
会」が設立された。本法科大学院教授石堂もそのメンバーに加わり、共同研究を行っている。本研
究会では、スポーツ選手のセカンドキャリアの現状を調査し、キャリア構築に向けた環境整備のた
めに提言などを行っていくものである。
　今回の報告は、同研究会において研究活動の 1つとして行っている、スポーツ選手のパブリシティ
権についての研究の進捗状況について、研究会メンバーの 1人である金刺弁護士とともに紹介する
ものである。
　本研究では、判例においてパブリシティ権がどのように解されてきたのか確認するともに、その
問題点や今後の課題等について報告したいと考える。特に、パブリシティ権の内容については依然
として、不明な部分も多く、今後、判例上において明確にされなければならない点も多い。そのた
め、パブリシティ権の母国ともいえる、アメリカにおける裁判例と対比しながら、両者における差
異を明らかにするとともに、今後の課題について検討したいと考えている。さらに、アメリカにお
いては、近年、特にスポーツ法の領域において「パブリシティ権」訴訟が相次いで提起されてきて
おり、わが国における今後の「パブリシティ権」の動向を考える上で参考になるとともに、スポー
ツ法の領域における「パブリシティ権」のあり方についても示唆を得ることができるものと考える。
2 　パブリシティ権をめぐる判例の動向
　わが国おいては、スポーツ選手や芸能人など著名人にはパブリシティ権があると言われている。ス
ポーツ選手のパブリシティ権が問題となった裁判例としては、王選手事件（東京地決昭和53・10・
2 判タ372号97頁）、中田英寿事件（東京地判平成12・ 2・29判タ1028号232頁）長島一茂事件（東京
地判平成17・ 3 ・31判タ1189号267頁）、プロ野球選手会事件（東京地判平成18・ 8 ・ 1 判タ1265号
212頁、地財高判平成20・ 2 ・25、最決平成22・ 6 ・15）などがある。
　その一方で、「パブリシティ」という不明確な概念を法概念として用いるべきではないとの批判も
なされている。大辞林によれば、パブリシティとは「企業・団体・官庁などが、その製品・事業な
どに関する情報を積極的にマス・コミに提供し、マス・メディアを通して報道として伝達されるよ
う働きかける広報活動」と定義されている。そのためパブリシティ権とは、企業などがその広報活
動において、著名人の獲得した名声、社会的評価、知名度等を利用して、商品等に著名人の肖像等
を商品に付して当該商品の販売する際に、当該著名人が自身の氏名、肖像等が持つ顧客吸引力を独
立した経済的利益ないし価値として把握し、かかる顧客吸引力の持つ経済的価値を排他的に支配す
る権利であると理解されている。
　パブリシティ権を最初に認めたとされる、マーク・レスター事件（東京地裁昭51・ 6・29判事817
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号23頁）では、パブリシティ権という言葉は使われなかったものの、氏名及び肖像に関する人格的
利益（氏名及び肖像に関する精神的利益）と経済的利益（氏名及び肖像に関する財産的利益）とを
区分する考え方が示された。最近では、初めて、最高裁においても、パブリシティ権を認める判断
がなされている（最判平成24年 2 月 2 日判時2143号72頁［ピンクレディ事件］）。判例において「権
利」としてのパブリシティ権は承認されてきているといえるが、その法的性質や保護の範囲、譲渡
性などの権利の性質などについては未だ明確になっていない。
　アメリカにおいて初めてパブリシティ権を認めたのが1953年のハーラン事件であった。アメリカ
法では、パブリシティ権とは、自己のアイデンティや人格（persona）に関する商業的利用をコント
ロールし、承諾のない利用についてその損害及び商業的価値を回復する権利であると解されている。
また、保護の範囲についても氏名・肖像だけでなく、声（voice）、写真、署名（signature）、州に
よっては物まねやマネキンも保護対象とされている。
　アメリカ法においては、パブリシティ権とはプライバシー権とは別個の財産権と理解されている
ことから、その譲渡性、相続性が認められている。わが国のプロ野球選手事件では、パブリシティ
権の譲渡と使用許諾との違いについては明確にされないまま、独占的使用許諾として構成されてい
るが、譲渡性の可否も含めて、今後、検討されなければならないであろう。
　さらに、スポーツ選手を使用した様々なゲームソフトが開発されてくる中で、パブリシティ性の
判断は重要となってくる。アメリカでも野球ゲームソフトにおける選手の氏名や肖像はパブリシ
ティ権として保護の対象とされているが、CBC事件にみられるように、ファンタジースポーツのよ
うな、パブリックドメインで誰もが既に利用可能な記録データの使用については、「選手の氏名や統
計を利用するためライセンスを必要としない」として一線を画している。また、デイビス事件など
にみられるように、ゲームソフト会社はパブリシティ権侵害を回避するために、敢えてスター選手
の氏名や背番号などを使用しないケースがみられるが、一般のユーザーがその外観から当該選手を
識別可能である場合には、パブリシティ権の侵害を認めている。
　近年では、ゲームソフト等において引退選手も「レジェンド」として活躍する場があり、引退後
においてもその肖像権が利用される状況も想定される。たとえば、アメリカでは、元NFL選手ジ
ム・ブラウンが引退後にもアメフトのゲームソフトにおいて、本人の同意なく、肖像が利用されて
おり、パブリシティ権侵害として、ゲームソフト会社に対して訴訟を提起した。最終的に、本件は
和解という形で決着し、和解金約42億円を原資として、NFLのOB選手会のようなものが組織され、
引退選手への健康保険、生命保険、配偶者年金が提供されるようである。
3 　今後の課題
　本報告後には、米国の大学スポーツをめぐり、元選手らが「肖像権を商用利用されながら、無報
酬なのはおかしい」として全米大学体育協会（NCAA）を訴えていた集団訴訟で、カリフォルニア
州の連邦地裁は 8月 8日、「NCAAの規制は独占禁止法に違反し、不当だ」とする判決が出されてい
る（朝日新聞2014年 8 月10日）。同判決の今後のアメリカの大学スポーツに与えるインパクトは大き
いといえる。ジム・ブラウン事件をはじめ、スポーツ団体によるパブリシティ権等の権利管理の問
（1）
（ 2）
（ 3）
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題性がクローズアップされてきているわけであるが、プロスポーツに限らず、アマチュアスポーツ
においても、選手の肖像権管理が適切になされなければならないことを示すものである。今後、研
究会としては、アメリカの状況も参考にしながら、パブリシティ権が各競技スポーツにおいて、ど
のように運用されているのか、実態調査をしながら、パブリシティ権等の適切な権利管理のあり方
を展望したいと考えている。
（ 1） HaelanLaboratories,Inc.v.ToppsChewingGum,Inc.,202F.2d866,868.
（ 2 ） C.B.C.DistributionandMarketing,Inc.v.MajorLeagueBaseballAdvancedMedia,L.P.,505F.
3d818,35MediaL.Rep.(BNA)2473,84U.S.P.Q.2d1328(8thCir.2007).
（ 3 ） Davisv.ElectronicArtsInc.,2012WL3860819,(N.D.Cal.2012).
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「スポーツ選手のパブリシティ権について」の報告 
金刺 廣長 
 
１ パブリシティ権についての一般論 
  まず、一般的に「パブリシティ権」とはどのようなものかを、これまでの裁判例を軸
として述べる。 
 ⑴ パブリシティ権とは何か 
  ア 定義 
    裁判例上、固定した定義はまだみられない。昭和５１年に初めてパブリシティ的
な意味合いでの法的利益に関する判断がされて以来（①マーク・レスター事件）、事
案ごとに各々判断しているように思われる。 
   ①マーク・レスター事件（東京地判 S51.6.29） 
    「自己の氏名・肖像を対価を得て第三者に専属的に利用させる利益」 
※パブリシティ的意味合いで初めて法的利益を認めた。ただし、このときはま
だパブリシティという表現は用いていない。 
   ②光 GENJI事件（東京地判H1.9.27） 
「パブリシティ権の帰属主体は、氏名・肖像の有する独立した財産的価値を積極
的に活用するため、自己の氏名・肖像につき、第三者に対し、対価を得て情報伝
達手段に使用することを許諾する権利を有する」 
     ※「パブリシティ権」という表現を用い、これを認めた。 
   ③キング・クリムゾン事件控訴審（東京高判H11.2.24） 
    「著名人がその氏名、肖像その他の顧客吸引力のある個人識別情報の有する経済
的利益ないし価値（パブリシティ価値）を排他的に支配する権利」 
   ④ピンク・レディー事件上告審（最判H24.2.2） 
    「肖像等は商品の販売等を促進する顧客吸引力を有する場合があり、このような
顧客吸引力を排他的に利用する権利」 
     ※最新判例。なお、人のパブリシティ権に関する初の最高裁判断である。 
 
  イ 権利の本質 
    パブリシティ権の本質が、人格権なのか財産権なのかは、各派生論点（譲渡性や
救済措置等）に影響する問題である。もっとも、双方の性質を有するという見解や、
そもそも権利の性質に縛られる分野ではないという見解もある。 
   ⅰ）財産権 
     おニャン子クラブ事件控訴審（東京高判 H3.9.26） 
     「当該芸能人は、かかる顧客吸引力のもつ経済的な利益ないし価値を排他的に
支配する財産権的権利を有する」 
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      ※１審は「人格的な利益」としていたが、１審を取り消した。その後、しば
らくはこれに沿って判決が出された。 
   ⅱ）人格権 
   ①矢沢永吉事件（東京地判H17.6.14） 
      「原告がパブリシティ権と称しているのは、人格権に含まれる上記の顧客吸
引力という経済的利益の利用をコントロールし得る法的地位を指すものと解
される」 
       ※このあたりから人格権と明示的な位置づけが行われるようになった。 
     ②ピンク・レディー事件上告審（最判H24.2.2） 
      「人格権に由来する権利の一内容を構成するもの」 
       ※最高裁が人格権と明示した。 
 
 ⑵ 保護の対象 
  ア 氏名及び肖像 
    すべての裁判例で、この一方または双方が取り上げられている。 
    氏名の保護としては、本名、芸名、ニックネーム、雅号、ペンネームがある。ま
た、肖像の保護としては、写真、影像、イラスト、立像がある。 
  イ 記録 
    プロ野球の王貞治氏が達成したホームラン８００号記録を保護の対象したものと
して、王選手事件（東京地判 S53.10.2）がある。ただし、仮処分事件であったため
詳細な理由付けはない。 
  ウ デザイン 
    キング・クリムゾン事件において、氏名及び肖像を用いたジャケット写真と併せ
て、氏名及び肖像が用いられていないジャケット写真もパブリシティ権の内容とし
て含まれるか問題となった。 
    なお、キング・クリムゾンとはロック歌手グループで、本事件では、CDのジャケ
ット写真等が伝記書籍の中に掲載される形で使用された。 
    第１審では、「個別的な事案に応じて判断する」として、氏名及び肖像が用いられ
ていないジャケット写真もパブリシティ権の内容に含まれる可能性を示した。しか
し、控訴審においては判断をしていない（そもそも氏名及び肖像を用いたジャケッ
ト写真ですら侵害を否定している。）。 
    ①キング・クリムゾン事件第１審判決 
     「著名人自らの氏名及び肖像が用いられているジャケット写真は、それ自体で
パブリシティ権の内容に含まれると解されるし、そうではないジャケット写真
についても、・・・パブリシティ権の内容に含まれるか否かは、個別的な事案に
応じて判断する必要がある」 
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      ※氏名・肖像の含まれないジャケット写真もパブリシティ権の内容に含まれ
うると考えている。 
    ②キング・クリムゾン事件控訴審判決 
     「本件書籍に掲載されたジャケット写真は、被控訴人本人や「キング・クリム
ゾン」の構成員の肖像写真が使用されているものを含めて、これによりそれぞ
れのレコード等を想起させるものではあっても、専ら被控訴人や「キング・ク
リムゾン」を連想させるものとまでいうことはできない」 
      ※本件ではそもそもパブリシティ権の侵害がないという結論である。 
ジャケット写真は、肖像写真が使用されている場合であっても、音楽家自
身を想起させる効果が弱いとされており、この点がパブリシティ権侵害否定
の一要因となっている。
 
 ⑶ 顧客吸引力 
   パブリシティ権は、権利主体に顧客吸引力があることが前提となっている。顧客吸
引力について否定した唯一の裁判例が土井晩翠事件（横浜地判H4.6.4）である。 
   ①土井晩翠事件（横浜地判H4.6.4） 
    「氏名や肖像の持つ顧客吸引力そのものをコントロールすることによって経済的
利益を得ることを目的に活動するものではなく、また、その氏名や肖像が直ちに
顧客吸引力を有するわけではない」 
   ②一般人についてのパブリシティ権 
これを問題とした裁判例はない。もっとも、一般人ではないが、無名のスポーツ
選手についてはパブリシティ権が認められないかは、問題となりうるのではないか。
仮に、チームスポーツのゲームで、控え選手等として無名選手を登場させなければ
ならない場合などには、その顧客吸引力が問題となる。 
 
 ⑷ 権利帰属主体 
  ア グループ 
     キング・クリムゾン事件第一審は、原告自体は、ロック歌手グループであるキ
ング・クリムゾンのリーダーであり、個人であったが、その判断においては、ロ
ックグループ自身にもパブリシティ価値が認められる余地を示した。 
    キング・クリムゾン事件第一審 
   「原告は、「キング・クリムゾン」の結成以来のリーダーであるとともに、構成
員の交替や活動停止を繰り返した右グループの唯一の結成以来の構成員であり、
原告以外に「キング・クリムゾン」の名称を使用した者が存在しないことから
すると、「キング・クリムゾン」のパブリシティ価値は、原告のそれと大部分に
おいて重なるものと認められる。」 
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      ※重なる中でリーダーにどの程度の割合が認められるかは不明。 
  イ プロダクション等 
    これを示した裁判例はない。もっとも、プロダクション等によるパブリシティ権
の原始的帰属を認める見解がある。 
    また、プロ野球選手のパブリシティ権について、選手と球団との（準）共有とと
らえる見解もあり、この見解は球団の権利帰属主体性を前提としている。 
   「球団、リーグおよび野球機構による投資、費用負担を通した努力によっても形成
されているプロ野球の現実を踏まえれば、選手の氏名および肖像の有するパブリシ
ティの価値が原告ら選手のみ帰属していると考えることは前述の現実を無視するこ
とになる。」（丹羽繁夫「プロ野球選手のパブリシティ権をめぐる諸問題」NBL８５
８号、2007年） 
     ※ただし、丹羽繁夫氏はコナミ株式会社法務・知財担当の執行役員であり、球
団に権利を認めたい立場と思われる。 
  ウ 法人 
    法人自身の名称等は、財産的側面では商標法、不正競争防止法で、名誉権的側面
では無形損害の賠償という形で、各々保護されている。 
法人自身が他者（法人所属スポーツ選手等）のパブリシティ権の権利帰属主体と
なるかについては、上記イと同様に考えられる。 
 
 ⑸ 物のパブリシティ 
   今回のテーマとはずれるため判例を紹介するに留まる。 
   ギャロップレーサー事件上告審（最判H16.2.13） 
「競走馬の名称等が顧客吸引力を有するとしても，物の無体物としての面の利用の
一態様である競走馬の名称等の使用につき，法令等の根拠もなく競走馬の所有者に
対し排他的な使用権等を認めることは相当ではな」いとして、物のパブリシティ権
を認めなかった。 
 ※物のパブリシティ権を認めた１，２審を覆した。 
 
 ⑹ 権利の性質 
  ア 譲渡性 
    人格権が本質という前提を貫けば、本来、譲渡は許されないはずである。もっと
も、人格権であることを前提に譲渡を否定した裁判例はない。 
    ①黒夢事件第一審（東京地判H14.2.22） 
     「肖像使用権は、契約上の地位ではなく一個の権利であるから、本件肖像使用
権の譲渡に対する原告の承諾は必要ない」 
      ※権利の本質から認めたわけではない。 
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    ②プロ野球選手事件第一審（東京地判H18.8.1） 
     「本契約条項は、選手が所属球団に対し、その氏名及び肖像につき、独占的に
使用許諾することを定めるものにすぎず、選手が氏名及び肖像の商業的利用権
を所属球団に譲渡することを定めるものとはいえない。」 
      ※譲渡が許されないと明言したわけではない。 
  イ 許諾性 
    パブリシティ権の使用を第三者に対して許諾することは裁判例でも認められてい
るところである。 
   ⅰ) 許諾を受けた者が採りうる救済措置について 
     第三者にパブリシティ権を侵害されたとしても、侵害されているのは権利主体
であって、許諾された者は権利主体でない以上救済措置は採りえないのが原則で
あるかに思える。 
     もっとも、自らが有する債権の侵害に基づく救済措置は採り得るのではないか。 
     損害賠償請求 → パブリシティ権の侵害に基づく損害賠償請求はできない。 
              自らが有する債権の侵害に基づいて損害賠償請求すべきか。 
     差止め請求  → 上記と同様にとらえれば、差止めはできない。 
   ⅱ) 許諾の範囲について 
     独占的使用許諾と非独占的使用許諾がありうる。これは許諾契約の解釈による
ものである。 
     たとえ独占的使用許諾であっても、一部については本人に留保する範囲を、許
諾契約の解釈上残していることもある（下記①②の裁判例はそのように判断して
いる）。 
     ①河合我聞事件（東京地判H22.4.28） 
      「本件専属実演家契約は，実演家の活動とは直接の関係を有しない店舗の経
営にまでは及ばない」 
       ※タレント河合我聞氏所属のプロダクションが原告となって、河合氏のパ
ブリシティを無断使用した事案である。もっとも被告のラーメン屋は河合
氏が個人的にプロデュースしている店舗であった。 
本裁判例は、タレント活動と店舗経営を別途切り離して捉え、前者のみ
の許諾をしていると解釈した。 
     ②プロ野球選手事件控訴審（知財高判H20.2.25） 
      「純然たる私人としての行動についての権利は選手個人に留保されている」 
   ⅲ) 許諾後に、どういった肖像をどのような方法で使用するかという指示を、本人
から出すことはできるか。 
       → 個別に許諾契約の内容を判断すべきである。許諾契約で前提となって
いない私人としての範囲（例：髭のある写真は NG 等）では、指示を出
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しうる。 
         プロ野球選手事件は独占的使用許諾を前提とする事案と解されている
が、運用上は商品チェック等（希望、意見を述べる機会）をする球団も
ある（東京地判 H18.8.1 の事実認定。もっとも、どの程度の希望、意見
を述べる機会と想定されているかまでは認定しておらず、この点からし
ても個別的に本人の権利保護がされているとは解しがたい。実質的には
本人の許諾はないとも思われる。）。 
  ウ 相続性 
    人格権を本質とすれば相続性は認められないはずである。 
    相続性について判断した裁判例はない。 
    もっとも、相続人が原告となった裁判例はある（土井晩翠事件、横浜地判H4.6.4）。
しかし、本裁判例はパブリシティ権の発生自体を否定し、相続については触れてい
ない。 
 
 ⑺ 侵害態様 
   侵害態様は様々であるが、例えばプロ野球選手事件（東京地判H18.8.1）は、商品化
型利用と、広告宣伝型利用に分けている。 
  ア 商品化 
  各裁判例が基礎としている判断基準は顧客吸引力への依存の有無と思われる。 
   ①おニャン子クラブ事件控訴審（東京高判H3.9.26） 
     「控訴人は被控訴人らの氏名・肖像が表記されたカレンダーを、被控訴人らに
無断で販売し、将来も無断のまま販売するおそれがあるというところ」 
      ※芸能人グッズについて顧客吸引力に依存しているとし、侵害を認めた。 
    ②矢沢永吉事件（東京地判H17.6.14） 
     原告の特徴を模したキャラクターイラストがパチンコ遊技機の液晶画面に表示
される。 
     「本件画像は、楽屋裏の通路で、白い上着とズボンの男が、赤いタオルを肩に
かけ、右手で地面を指さし、傾けた白いスタンドマイクを左手で持って、横を
向いてポーズをとっている様子を描いたもので」、「いわゆる漫画絵に属するも
のであるが、前記のとおりの白い服装に赤いタオルという身なりやポーズは、
原告の特徴を表していると言えなくもない。」「本件人物絵の制作にあたって原
告の肖像のイメージがあったものと推認することができる」 
      ※顧客吸引力を用いる目的で使用したとは認められないとして、パチンコ遊
技機の中の位置づけや使用態様から、侵害を否定した。 
    ゲームソフトなどでスポーツ選手の氏名を少し変えての利用は可能かとい
う問題で、本裁判例のロジック（イメージを推認するものかを判断した上で、
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顧客吸引力への依存の有無を判断する。）が参照可能ではないかと思われる。 
  イ 宣伝広告 
    アと同様、顧客吸引力への依存の有無が判断基準となっている。 
   ①出演契約失効後の CM等への起用について侵害を認める。 
     ・藤岡弘事件（富山地判 S61.10.31） 
     ・セインカミュ事件（東京地判H19.3.27） 
          ・中山麻里事件（東京地判H20.12.24） 
   ②無断使用について侵害を認める。 
     ・マークレスター事件（東京地判 S51.6.29） 
     ・長嶋一茂事件（東京地判H17.3.31） 
  ウ 書籍 
    伝記書籍の中に、氏名・肖像等が掲載されており、購入者の視覚に訴えかける体
裁になっている。 
 ①キング・クリムゾン事件第一審（東京地判H10.1.21） 
     「本件書籍は全体として、「キング・クリムゾン」及び原告を含む右グループに
関連する音楽家の氏名、肖像及びこれらの者の音楽作品のジャケット写真の有
する顧客吸引力を重要な構成部分として成り立っている」。「被告会社が原告に
無断で本件書籍を出版し、被告後藤が原告に無断で本件書籍の出版に関与した
行為は、原告のパブリシティ権を侵害する」。 
    ②キング・クリムゾン事件控訴審（東京地判H12.2.24） 
     「これらの肖像写真は被控訴人及び「キング・クリムゾン」の紹介等の一環と
して掲載されたものであると考えることができるから、これをもって被控訴人
の氏名や肖像のパブリシティ価値に着目しこれを利用することを目的とするも
のであるということはできない」 
      ※一審の判断を覆し、侵害を否定した。 
  エ 雑誌 
    雑誌記事の中に、氏名・肖像が掲載されている。 
    ①ブブカ第一次事件控訴審（東京高判H18.4.26） 
     雑誌に、「モーニング娘。」メンバーが制服で通学する写真や実家周辺などの写
真を掲載された。 
     「著名な芸能人の名声，社会的評価，知名度等を表現する肖像等の顧客吸引力
に係る経済的価値を十分認識した上で，本件雑誌販売による利益を得るといっ
た目的でこれを利用して本件雑誌を出版，販売している」 
    ②ピンクレディー事件上告審（最判H24.2.2） 
      雑誌に、ピンクレディーの振り付けをまねるダイエット法が紹介され、そこに
同人らの写真が掲載された。 
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      「本件各写真は，上記振り付けを利用したダイエット法を解説し，これに付随
して子供の頃に上記振り付けをまねていたタレントの思い出等を紹介するに当
たって，読者の記憶を喚起するなど，本件記事の内容を補足する目的で使用さ
れたもの」で、「専ら上告人らの肖像の有する顧客吸引力の利用を目的とするも
のとはいえ」ない。 
 
⑻ 救済措置 
 ア 差止め請求 
   パブリシティ権の侵害が認められた事案で、差止め請求がされている場合、これ
を一切認めなかった裁判例はない。 
    人格権を本質とするのであれば、差止め請求は認められるべきである。 
    もっとも、財産権として捉えても、差止めが認められている（おニャン子クラブ
事件控訴審、東京高判H3.9.26）。 
  イ 財産的損害の損害賠償 
    パブリシティ権の損害をどのように金銭的に評価するかが問題となる。 
     ⅰ) 客観的な許諾料や出演料が判明している場合には、これを基礎に使用態様
等で調整をする。 
       マークレスター事件（東京地判 S51.6.29） 
       「同原告が本件コマーシャル製作のため、その氏名及び肖像の利用を許諾
し若くはその役務を提供したと仮定した場合に、同原告が受け得べきであ
った報酬額に相当する」。「同原告在日中の二日間の日程を埋めるため、同
原告を自社製品のテレビコマーシャルに出演させる意向のあるスポンサー
を募集したが、右募集において電通が提示した同原告の出演料は、拘束二
日間（一日当りの拘束時間は六時間）で金一〇〇〇万円であったことが認
められるから、これが同原告の役務提供の対価の基準になる」 
       「諸点を考慮すれば、同原告が本件コマーシャルの製作用に肖像写真の撮
影に応ずるためその役務を提供することの対価は、前記の基準額よりかな
り減額して評価する必要」 
     ⅱ) 著作権法 114条の類推適用（ないし趣旨の類推）を認めるべきとの見解も
ある（内藤篤＝田代貞之『パブリシティ権概説（第２版）』（木鐸社、2005年）
参照。）。 
        ※著作権法 114条（著作権法コンメンタールより） 
          ①侵害物の譲渡数量に権利者側の単位当たり利益を乗じた額を損害
額とみなす（1項） 
          ②侵害者側の得た利益を権利者側の損害額と推定するもの（２項） 
          ③資料料相当額を最低限の損害賠償額として保障するもの（３項） 
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  ウ 精神的損害の損害賠償 
    パブリシティ権の本質を人格権と捉えるのであれば、精神的損害は当然に伴うこ
とになる。金額は、１０～５０万円程度が多い。 
  エ 無形損害 
    パブリシティ価値の低下自体を損害ととらえ（無形損害）、損害賠償を請求する事
例がある。 
長嶋一茂事件（東京地判 H17.3.31）及びブブカ第一次事件控訴審（東京高判
H18.4.26）では、無形損害に対する賠償は認められていない。 
  オ 謝罪広告 
    マークレスター事件（東京地判 S51.6.29）では、謝罪広告をさせることは不相当
であると判断している。 
    その後、謝罪広告を求めた裁判例は２件あるが（片岡鶴太郎事件東京地判
H16.11.10、矢沢永吉事件東京地判H17.6.14）、いずれもパブリシティ権侵害自体を
否定している。 
 
２ 現役プロ野球選手のパブリシティ権 
  前提として、プロ野球界の組織関係や各々の法的関係を述べた上で、プロ野球選手が
有するパブリシティ権に関する裁判例について詳述する。 
 ⑴ 野球界の組織（野球協約１条） 
   まず、日本野球機構（NPB）が存在する。 
   NPBの内部組織として、セントラル野球連盟とパシフィック野球連盟がある。 
   セントラル野球連盟及びパシフィック野球連盟は、各６球団で構成される。 
 
 ⑵ 統一契約書 
   選手は、球団との間で、統一契約書記載内容の野球選手契約を締結する（野球協約
４５及び４７条）。その統一契約書の中には、野球選手の肖像等に関する規定がある（統
一契約書１６条）。 
   なお、統一契約書は、米野球を参考に昭和２６年に作成され、その後、肖像等に関
する規定（統一契約書１６条）については、実質的な変更はされていない。 
   ※統一契約書１６条 
「① 球団が指示する場合、選手は写真、映画、テレビジョンに撮影されること
を承諾する。なお、選手はこのような写真出演等に関する肖像権、著作権等
のすべてが球団に属し、また球団が宣伝目的のためにいかなる方法でそれら
を利用しても、異議を申し立てないことを承認する。 
② なおこれによって球団が金銭の利益を受けるとき、選手は適当な分配金を
受けることができる。 
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③ さらに選手は球団の承諾なく、公衆の面前に出演し、ラジオ、テレビジョ
ンのプログラムに参加し、写真の撮影を認め、新聞雑誌の記事を書き、これ
を後援し、また商品の広告に関与しないことを承諾する。」 
 
 ⑶ 判例（東京地判H18.8.1） 
  ア 事案 
    球団は、プロ野球ゲームソフト及びプロ野球カードにつき、第三者（メーカー）
に対し、選手の氏名及び肖像の使用を許諾している。その際、選手の個別的な許諾
を得ていない（選手は球団から分配金という形で利益を得る。）。 
    そこで、選手が原告となり、球団には選手の氏名及び肖像の使用を第三者に許諾
する権限がないことの確認を求めた。 
  イ 争点 
    ①統一契約書１６条の解釈（氏名及び肖像使用権の譲渡及び使用許諾の有無） 
    ②統一契約書の有効性 ・不合理な附合契約か 
               ・独禁法違反か 
  ウ 裁判所の判断 
    【争点①】 
     詳細な事実認定（統一契約書の歴史、氏名肖像の使用状況、使用料の分配実績、
許諾に関する各球団の運用、原告らの従前の態度）の上で、以下のように判断し
た。 
     ⅰ）文言（統一契約書１６条①）の解釈 
       「宣伝目的」：球団ないしプロ野球の知名度の向上に資する目的 
       「宣伝目的のためにいかなる方法でそれらを利用しても」 
            ：球団が自己ないしプロ野球の知名度の向上に資する目的でする
利用行為 
              ⇒商業的使用ないし商品化型使用も含まれる 
     ⅱ）趣旨 
       本条項全体として：商業的使用ないし商品化型使用の場合を含め、球団な
いしプロ野球の知名度の向上を資する目的の下で、独
占的に使用を許諾したもの 
                 上記のように解する理由として、①球団側が管理する合理的必要性（球
団が投資している状況との整合性、球団の投資に見合った利益の確保、顧
客吸引力の維持）や、②肖像使用の促進効果（窓口が一本化されることに
よるライセンシーの便宜）が挙げられる。 
     ⅲ）譲渡について 
       独占的使用許諾と解することで、統一契約書１６条の目的は達成できるの
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で譲渡規定とまではいえない。 
     ⅳ）小括 
       上記ⅱ記載の統一契約書１６条の趣旨を前提に、ゲームソフト及びカード
での使用が宣伝目的に含まれるとして、球団に使用許諾権限を認めた。 
    【争点②－１】 
     結論：不合理な附合契約ではない。 
     理由：選手が主体的に広告等に関与する途が開かれていること 
        使用料の分配があること 
        分配率増額変更の交渉が可能であること（過去に統一契約書に特約条項
を挿入した例がある。） 
    【争点②－２】 
     結論：公序良俗には反しない。 
     理由：【争点②－１】記載の理由と同様。 
  エ 高裁の判断（知財高判H20.2.25） 
    地裁の判断とほぼ同様。 
 
 ⑷ 判例の評価 
   文献を見る限り、本裁判所判断が明示的に批判されているものはなく、結論として
は妥当な範囲とされているように思われる。 
   もっとも、疑問に感じる点はいくつかある。（以下、個人的見解） 
    ・権利の性質に言及していないこと（もっとも本件の解決には不要か） 
    ・商品化型利用は、明らかに統一契約書１６条では想定されてないのではないか 
    ・球団による投資がパブリシティ権使用の許諾の根拠となるのか 
    ・分配金額の相当性 
    ・分配率増額変更交渉は現実的か 
   球団に使用許諾権があることが明らかになったが、選手と球団との関係はなお不明
確な状態となっている。（上記判例の結論部分でも、分配金に明確な規定を設けるべき
との言及がある。） 
 
３ プロ野球 OBのパブリシティ権 
 ⑴ 現役との違い 
   OB 選手に対し、統一契約書の拘束力はない（統一契約書３５条）。したがって、統
一契約書１６条の適用はなく、球団には独占的使用許諾権がないはずである。 
   そこで、OB選手のパブリシティ権に関する法的関係については、法律上の原則に立
ち返った考察が必要なる。 
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 ⑵ 法的関係の整備 
   パブリシティ権の利用形態には様々なものが考えられる。以下、現時点で想定され
る利用形態に併せ、法的関係に言及する。 
  ア カード（商品化型利用） 
   ⅰ）利用形態 
  氏名及び肖像の利用が考えられる。また、選手の能力等もカードに反映される
こともある（デジタルカード）。 
氏名及び肖像以外に関するデータについては、達成記録をパブリシティ権の客
体として判断した王選手事件（東京地判 S53.10.2）が参照できるのではないかと
思われる。 
   ⅱ）法的関係 
     原則として OB とメーカーとの間に契約がなければならないはずである。その
上で、マーク代（選手が着用するユニホームや帽子に球団名が記載されているこ
とに関する対価）に関しては、球団とメーカーが契約するべきである。 
マーク代を除く個人のパブリシティ権に関しても、東京地判 H.18.8.1の「投資」
の理論からすれば、OB選手のみが利益を享受することは問題となりうる。球団に
も利益を受ける根拠があるのではないか（原始的に帰属するか否かは別として）。 
  イ ゲーム（商品化型利用） 
   ⅰ）利用形態 
     氏名は原則として利用される。肖像については、写真を使用する場合とそうで
ない場合がある。 
     写真を使用する場合は、肖像利用となる。また、写真でなくイラストであると
しても、矢沢永吉事件（東京地判 H17.6.14）の判断からすれば、肖像の利用にあ
たりうる。もっとも、肖像に関し、ライセンサーからの拘束はありうる。 
   ⅱ）法的関係の整備 
     基本的にはアと同様である。 
    ただし、ゲームの場合には、選手の所属チームを自由に変更できたりする。こ
の設定の場合、利益の帰属主体に影響を与えないか。 
  ウ テレビ CM（広告宣伝型利用） 
    球団名を使用する場合（例：ユニホーム着用等）、球団にもマーク代としてその対
価の支払いが必要となる。 
    しかし、ユニホーム着用等がなく球団名を使用しない場合には、OB個人のパブリ
シティ権が問題となる。 
      →宣伝する企業と OBとの間で、広告出演契約を締結する。 
       宣伝する企業とテレビ局で契約を締結する。 
       その際には、球団を契約当事者に入れる必要はないように思われるが、球
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団がなお利益享受の根拠があるとすれば、契約当事者にすべきではないか。 
  エ ラジオ CM（広告宣伝型利用） 
    テレビ CMと基本的には並列して考えられる。 
    球団名を使用する場合としては、例えば、CM 中に「元（球団名）の○○です。」
と名乗る場合等が考えられる。もっとも、ユニホームの表示のようなマーク代とし
ては表示されるわけではないので、その点でテレビ CMとは異質である。 
  オ その他 
    今後、様々な侵害態様が出現するものと思われる。その度に個別的な判断が必要
とされる。 
  カ 問題点 
    OB のパブリシティ権管理のため、各当事者間の法的関係を整備するにあたって、
以下のような課題が考えられる。 
   ①使用料の相当性 
     改めて金銭的評価をする必要がある。 
     ライセンス契約を参照するならば、売上と連動させることもありうる。 
     他スポーツの現状も調査が必要ではないか。 
   ②窓口の多元化 
     各 OB 個人を相手に個別に契約をすることとなる。そうすると、メーカー側か
らすれば、個人の数だけ契約を締結しなければならなくなる。 
     もっとも、パブリシティ権の本質としては仕方ないのではないか。そのため、
管理組織の必要性につながる。 
 
 ⑶ 契約の内容について 
ライセンサーとしての管理態様（ライセンス契約を参照）として、以下のような点
を明確にする必要がある。 
     ・ロイヤルティの回収、管理 
     ・商品のチェック、肖像の使用態様のチェック 
     ・肖像の提供、肖像（写真等）に関する情報の提供 
     ・商品の共同開発 
     ・第三者侵害の除去（ライセンシーの利益が減少しないように） 
     ・顧客吸引力の維持 
 
 
※参考文献 
 ① 菊地浩明「パブリシティ権についての裁判例の分析（上）（下）」判例タイムズ１３
４６号２５頁以下、１３４７号３２頁以下 
70
N. Ishido and H. Kanazashi CHUKYO LAWYER
14 
 
 ② 「プロ野球選手と所属球団との間において、プロ野球ゲームソフト及びプロ野球カ
ードにつき、球団が第三者に対して選手らの氏名及び肖像の使用許諾をする権限を有
しないことの確認請求が棄却された事例」判例タイムズ１２６５号２１２頁以下 
 ③ 花本広志「プロ野球選手と所属球団との間において、プロ野球ゲームソフト及びプ
ロ野球カードにつき、球団が第三者に対して選手らの氏名及び肖像の使用許諾をする
権限を有しないことの確認請求が棄却された事例」判例評論５８６号４４頁以下 
 ④ 小泉直樹「肖像権の使用許諾」著作権判例百選[第４版]１８４頁以下 
 ⑤ 馬橋隆紀「パブリシティの権利に基づく差し止め請求」判例タイムズ１０６２号１
７８頁以下 
 ⑥ 升本喜郎「スポーツ・ビジネスの法実務」第二東京弁護士会知的財産法研究会編『エ
ンターテインメントと法律』２２９頁以下 
 ⑦ 龍村全「パブリシティ権の理論と実務」第二東京弁護士会知的財産法研究会編『エ
ンターテインメントと法律』８７頁以下 
 ⑧ 山上和則・藤川義人『知財ライセンス契約の法律相談』２６６頁以下 
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スポーツ選手とパブリシティ権 
アメリカ法の状況について 
 
㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 中京大学法務研究科㻌 石堂㻌 典秀 
2014.06.21 
第二次不法行為法リステイトメント第652C条 
• 「他人の氏名又は肖像を、自らの使用又は便益のために冒用する者は、プライバシー
侵害の責任を負う」 
• コメントａ：本条によって保護される利益は、個人のアイデンティティが当該個人の氏名・
肖像によって表出される限りにおいて、又はその使用が当該個人若しくはその他の者
の便益となる限り、アイデンティティの独占的使用における個人の利益である。また精
神的苦痛に対する個人の感情の保護は本条の制定に至る重要な要素であるが、ここ
で設定される権利は、財産権の性格を有している。その理由としては、排他的ライセン
スが第三者に付与されることで、被許諾者は、その権利を保護するための活動を維持
する権利行使が認められる。 
• コメントｂ：本条のもとでのプライバシー侵害の一般的な形態は、原告の氏名・肖像を、
被告の事業若しくは商品の広告するために、又はその他の類似の商業目的のために
冒用及び使用することである。州法とは異なり、本条は、商業的な冒用に限定しない。
被告が原告の氏名又は肖像を自らの目的及び便益のために使用する場合、さらには
当該使用が商業的なものでなく、また得られる便益が金銭的なものでない場合にも、本
条は適用される。もっとも、氏名・肖像の商業的使用に賠償責任を限定する州もある。 
パブリシティの権利とは 
• それは、自己のアイデンティや人格（persona）に関する商業的利用
をコントロールし、承諾のない利用についてその損害及び商業的価
値を回復する権利である。 
• 基本的には、プライバシーの権利については、たとえ本人の承諾が
あったとしても、ライセンス契約の対象となることはないし、譲渡する
ことはできない。→パブリシティ権の必要性 
 
2 
第三次不正競争法リステイトメント46条 
• 同意を得ることなく、取引目的で個人の氏名・肖像又はその他のア
イデンティティの標識を利用することによって、個人のアイデンティ
ティの商業的価値を不正に取得した者は、第四八条及び四九条に
基づいて、適切な救済を講じる責任を負う。 
• パブリシティ権侵害の具体的要件：①被告による原告のアイデンティ
ティの使用、②被告の利益（通常商業的なもの）となるような原告の
氏名・肖像又は特徴的なキャラクターの冒用、③同意の不存在、④
損害の発生 
• アイデンティティの範囲：氏名・肖像だけでなく、声（voice）、写真、署
名（signature）、州によっては物まね、マネキンも保護対象とされてい
る。 
Haelan Laboratories, Inc. v. Topps Chewing Gum, 
Inc., 202 F.2d 866, 868 (2d Cir.), cert. denied, 346 
U.S. 816(1953).  
• 【事実の概要】原告は製菓製造会社で、プロ野球選手との専属利用
契約に基づき、選手のカードを同封したガムの製造販売をしていた
ところ、ライバル会社である被告の会社も同様に選手のカード入りの
ガムを販売できるよう選手と契約交渉を行い、製造販売を行ったた
め、選手の写真使用に対する排他的権利を侵害されたとして申し立
てた。 
• 被告の主張：原告と選手との契約は、その無許可の使用が選手の
プライバシー侵害となるため、選手による責任の免除に過ぎない。プ
ライバシーの権利は個人的なもので、譲渡することはできない。した
がって、本件契約は原告に財産権を付与するものではない。 
パブリシティ権は、セレブのみの権利か？ 
McCarthy,Rights of Publicity and Privacy § 1:3 
• The right of publicity is not merely a legal right of the "celebrity," but 
is a right inherent to everyone to control the commercial use of 
identity and persona and recover in court damages and the 
commercial value of an unpermitted taking. 
• パブリシティの権利は、セレブだけの法的な権利ではない。それは、
全ての人に内在する権利であり、自己のアイデンティや人格
（persona）に関する商業的利用をコントロールし、承諾のない利用に
ついてその損害及び商業的価値を回復する権利である。 
Haelan Laboratories, Inc. v. Topps Chewing Gum, Inc., 
202 F.2d 866, 868 (2d Cir.), cert. denied, 346 U.S. 
816(1953).  
• 巡回区控訴裁判所は、多数意見として「プライバシー権とは別に、人は、
自己の写真のパブリシティ価値に権利を有している。すなわちそれは、自
己の写真を公表する排他的権利を付与する権利である。当該権利付与
は、事業の移転などを伴うことなく、包括的に（in gross）行うことができる。
パブリシティ権を財産権の一つと分類するかどうかは重要なことではな
い」 
• 「一般常識として、多数の有名人が、自らの肖像が公衆にさらされること
によって傷ついた感情とは別個に、新聞、雑誌、バス、電車・地下鉄で掲
示される自己の顔を掲載する広告の許諾によって収入を得ることができ
なくなるとすると、相当の経済的喪失を味わうだろう。パブリシティ権という
ものは、有名人が自己の写真を契約関係にない第三者たる広告主による
利用を禁止する排他的権利付与の対象とならない限り、いかなる金銭的
価値も生じさせない」 
パブリシティ権の譲渡可能性について 
• 許諾とは異なり、パブリシティ権の譲渡は譲受人への権原の売却を
伴う。単なるライセンスは利用に対する許諾であり、自己の名前につ
いての全ての所有権を放棄することとは異なる。財産上の権利の全
てが譲受人に移転する。譲受人は、譲渡人の地位を引き継ぐことに
なる。 
• 存続期間：州によって異なる。本人死亡から５０年前後の州が多い 
 
PETA v. Bobby Berosini, Ltd., 895 P.2d 1269, 
1283 (Nev. 1995). 
• 人格権と財産権との相違について 
• 「冒用に関する不法行為が保護しようとしているのは、プライバシー
に関する個人の人格的利益である。人格に関する損害は、一般的
な個人のアイデンティティの冒用によって生じる精神的苦痛の点か
ら判断される。パブリシティ権は、有名人が自らの氏名に有している
財産的利益の保護を目的としている。ここでの損害は、人格的なプ
ライバシーではなく、有名人が自らの氏名に有している財産的利益
に対して他人が妨害する場合に、有名人が被る経済的損失であ
る。」 
Baltimore Orioles v. Major League Baseball Players' 
Association,805 F.2d 663 (7th Cir. 1986), cert. 
denied, 480 U.S. 941 (1987).  
• 【事実の概要】 
• MLB選手会はTV放映権料の一定額を選手に支払うべきとして球団
を訴えた。 
• [判旨] 
• 球団は職務著作として野球の試合の放映について著作権を有する。
この著作権は、選手のパブリシティ権に優先する。 
• 統一契約書により、選手は、球団が指示する、写真・動画・テレビの
目的でいつでも写真を撮影すること、その写真のすべての権利が球
団に帰属し、球団が宣伝目的のために利用することに同意している。 
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ファンタジースポーツ 
ファンタジー・スポーツ”はアメリカで利用人口が3600万人、市場規模が50
億ドルに達すると言われている。 
数人のグループで実在の選手で自分だけの架
空のチームを作る。そして実際の試合でそれら
の選手が挙げた成績によって得点がつけられる
のである。  
㻌 例えば本塁打1本毎に1点、奪三振1つで1点と
いった具合に加算され、自分のチームの選手た
ちの得点を合計し、他の参加者のチームの得
点と比べ、これをシーズン全体に渡って行い、
最終的な順位を付ける。 
和解案                     㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 㻌 2013.3.18 
• NFLは、裁判所によって承認を受けた引退選手によって管理される
Common Goodファンド に対して４２００万ドルを８年間の間に拠出す
る。同ファンドは、医療、居住、キャリア支援等の面で、引退選手へ
の給付を行う。 
• 引退選手のパブリシティ権の使用について専属に行う独立のランセ
ンス代理機関を設置する。本ランセンス代理機関は、引退選手らの
監督下におかれ、NFL及び選手会からは独立して運営される。また、
本ランセンス代理機関は、引退選手が企業との間でライセンス契約、
スポンサー契約等を締結することができるよう支援する。 
• 本件和解契約はNFLのゲームプログラム配信権に影響を与えるもの
ではない。 
 
C.B.C. Distribution and Marketing, Inc. v. Major League Baseball Advanced Media, L.P., 505 F. 3d 818, 35 Media L. 
Rep. ( BNA) 2473, 84 U.S.P.Q. 2d 1328 ( 8th Cir. 2007). 
【事実の概要】 
ファンタジースポーツは、ネット上でのゲームで、ゲーム参加者がチームを保有し、シーズン前にドラフトを実施し、
獲得した選手の実際の成績でチームの勝敗を競う仕組みになっている。CBC社は、1995年から2002年にかけて、
MLB選手会との間でライセンス契約を締結していた。同契約では、契約終了後、CBCが選手の氏名や統計を利用
することを禁止する「不使用、ノーチャレンジ」条項が含まれていた。契約期間終了後、MLB選手会はライセンス契
約を更新しないことを告げたため、CBC社はパブリシティ権侵害ではない確認を求める訴えを提起した。 
[判旨] 
・CBCファンタジーゲームで利用される情報は、パブリックドメインで既に利用可能なものである。誰もが利用できる
情報を利用する権利を特定の人が保有してないということは奇妙なことである。 
・ビデオ・ゲームで表示される絵、グラフィックデザイン、試作デザインを指す「コンセプトアート」、音、音楽、ストー
リー、解説などは表現の自由の保護を受ける。 
・CBCは氏名、ニックネーム、外見、サイン、絵画、プレイ記録、各プレイヤーのデータを利用している。これは、相
互作用デジタルでの利用と同じ表現的なものである。 
・国民的娯楽として野球の試合や選手の情報に関する公的価値を認めている。 
・本件での事実は、州が個人にパブリシティの権利を提供することで保護しようとしている利益とはほとんど関係し
ない。 
・CBCの修正第1条の権利（表現の自由）は、自己のパブリシティをコントロールする選手の権利に優先する。CBC
は、選手の氏名や統計を利用するためライセンスを必要としない。 
PRO FOOTBALL RETIRED PLAYERS 
ASSOCIATION​​ 
​ 
・本件和解でNFLによって支給される4億2千万円４２００万ドル（42億円）
が、引退選手への健康保険、生命保険、配偶者年金への原資となる。 
・ライセンス契約から生じる金銭は、個々の引退選手に直接支給されるこ
とになるが、このうちライセンス契約の２５％が Common Goodファンドに
留保されることになる。 
・想定される取引会社：ビデオゲーム制作会社、インターネットサービス
会社、ネット検索会社、デジタルメディア製作会社、アパレル会社、自動
車会社  
 
 
Davis v. Electronic Arts Inc., 2012 WL 3860819, 
(N.D. Cal. 2012) 
• 【事実の概要】 
• 元NFL選手（National Football League）が彼らの肖像(likenesses)をビデオ
ゲーム機で利用しているとして、無許可のパブリシティ権侵害であるとして
ゲーム会社（Electronic Arts）を訴えた。EA Madden NFLフランチャイズゲー
ムは、コピー回数8500万件、売上総額４０億ドルを計上している。なお、EA
社は現役選手の肖像(likenesses)利用として毎年3500万ドルをNFL選手会
に支払っている。 
• EA側は選手の背番号や氏名などゲーマが自由に選ぶことができるように
設定しているので、肖像権を侵害するわけでないこと、修正第1条（表現
の自由）に基づき、トランスフォーマティブ・ユース であることを主張 
• 【判旨】 
• 連邦地区裁判所は、本件において、原告の描写はほとんど修正されてい
ない。原告の肖像はゲーマーの支配下にあるとして、侵害を認める。 
 
Jim Brown v  EA Sports 
• 1957年から1965年までNFLのクリーブランド・ブラウンズで活躍。NFL
のシーズンラッシング記録、通算ラッシング記録を樹立している。３５
歳の時に、NFLの殿堂入りを果たす。 
• 引退後は、テレビや映画にも俳優として出演 
• 犯罪歴のある少年や低所得地域にいる若者に対するライフスキル
を提供するNPOを運営している。 
• See The Amer-I-Can Program, Foundation Home, http://www.amer-i-
can.org/AMIC_Program_Overview.pdf 
エレクトロニック・アーツ（Electronic Arts: EA) 
• アメリカの大手ビデオゲーム・コンピューターゲーム販売会社である。本
社はカリフォルニア州サンマテオ郡にある。 
• 年間約４０００億円の売り上げ 
• Madden NFL ゲーム上のプレイヤーはブラウンとそっくりではないが、同じ
背番号を着用するなど、アメフト通には直ぐに分かるように作られていた。 
• EAスポーツは、意図的にブラウンの肖像を利用していた。ビデオゲームに
引退選手を使うことでゲームの魅力を増すことを狙っていた。 
• EAスポーツはNFLのロゴ、チーム名、選手の肖像権利用のため、NFLと選
手会には数億円を支払ってきた。 
